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二の関門」 ） 、 そのハードルはかなり高い。 海外での厳密な実証分析を見ても、
現実的にワークシェアリングが機能するのは極めてまれであり、日本につい


















                                                  
∗本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「労働市場制度改革」の一環として執筆されたものである。 
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１  イントロダクション 
2008 年秋のリーマンショック以降、日本の雇用情勢は製造業、運輸業、建設業を中心に急
























以下、第 2 節でワークシェアリングが機能するための理論的な検討を行い、第 3 節で海外
におけるワークシェアリングの経験、実証分析、第 4 節で日本での経験、実証分析を紹介
した後、第 5 節で政策対応への示唆を述べることとする。 
 
 






































































   
 








とし、 金属業や印刷業を皮切りに、 労働協約で定められた労働時間は 90 年代半ばまで週 40
時間から同 35 時間に短縮された。つまり、週 35 時間を上回る超過労働分に関しては、割
増賃金率 50％を支払わなければならないとする協約が結ばれたわけである。Hunt(1999)




は 0.88～1 時間程度減少し（製造業時給賃金労働者） 、協約の変更が実際の労働時間に大き
な影響を与えたことが明らかとなった。一方、月収は小幅にしか減少しなかったため、時
















法定労働時間が週 40 時間から 39 時間に引き下げられた。 Crepon and Kramarz (2002)は、
法律改正前に週 39 時間以下で働いていた労働者と週 40 時間以上働いていた労働者を比較
すると、後者のタイプの労働者の方が法律改正後、失業する確率はより高く（特に最低賃
金労働者） 、 １時間の法定労働時間の減少によって 2～4%程度の雇用喪失効果があることを
示した。 
 
また、近年では、法定労働時間の週 39 時間から週 35 時間への短縮が従業員 20 人以上の大
企業では2000年2月から、 その他の中小企業では2002年1月から実施された。 Estevao and  6








また、Chemin and Wasmer (2009)は、フランスのアルザス地方（２県）とモーゼル県がか
つてのドイツ併合という歴史的経緯からフランスの他の地域とは別に二日余分な祝日（12








ポルトガルでは、1996 年 12 月から徐々に法定労時間を週 44 時間から同 40 時間へ引き下
げる改正が行われた。まず、週 42 時間以上は 2 時間の減少、42 時間以下は 40 時間にし、





Raposo and van Ours (2008)は、1994～98 年までのデータを使い、法改正直前（96 年 10











はないのだが、1997 年から 2000 年にかけてケベック州だけ特に組合員でない時間給労働





































４  ワークシェアリングの実証分析：日本の例 
マクロ時系列データによる概観 
本節では、日本におけるワークシェアリングの経験、特に、1988 年から 97 年にかけて労
働基準法の定める法定労働時間の短縮（週 48 時間→同 40 時間）の影響についてとりあげ
てみたい。まず、図 7-2 は、常用労働者について 80 年代後半以降の月当たり労働時間、年
間賃金（決まって支給する現金給与、年間賞与その他特別給与等）の推移を示したもので
ある。まず、月当たり労働時間は、80 年代後半まで安定していたが、90 年くらいから 93
























                                                  
1  この例をみてもわかるように、程度の差はあれ、基本的に固定コストの存在や時間と員数の代替の限界
により、 「ワークシェアリングの第二の関門」突破はかなり難しいことがわかる。  9
Kawaguchi, Naito and Yokoyama (2008)は、事業所ベースのマイクロ・データ（賃金セン
サス）を使って、上記でみた法定労働時間短縮の賃金や雇用への影響を分析した。彼らの
分析のポイントは、 48 から 40 時間への法定労働時間短縮は段階的に行われ、 そのタイミン
グは産業や事業所規模によって異なっていたことを利用したことである。例えば、法定労








下した。したがって、法定労働時間の 8 時間減少（週 48 から 40 時間）は、約 1 時間（8
時間×0.14）の実労働時間の減少となった。しかし、法定労働時間変更の月当たり賃金総額
（ボーナスを均等配分）への影響をみると、1 時間の短縮で賃金は 0.4%低下するという結










法定労働時間の 1 時間短縮は常用雇用に占める新規採用者の割合を 0.13%減少させるとい
う結果が得られた。つまり、88～99 年までの計 8 時間の短縮では 1％程度の減少となる。
そもそもこの時期の新規採用者比率は 5％程度であることを考えると新規採用抑制の累積












































実に進行しているという認識が重要である。例えば、図 7-3 は、2009 年８月の労働力調査
第１表に基づくものであるが、前年同月に比べ、製造業 112 万人、建設業 10 万人の雇用減
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図 7-3  進む産業構造転換 
 